
TCFD提言への取り組み

トマト銀行は、2023年3月に「TCFD（気候関連財務情報開
示タスクフォース）」提言への賛同を表明しており、気候変動対応
に関する取り組みと情報開示を進めてまいります。

ガバナンス

当社グループは、「経営理念」に基づく企業
活動を通じて、サステナビリティを巡る課題解
決に取り組むことで、地域社会・環境の持続
的な発展に貢献していくとともに、当社グルー
プの中長期的な企業価値の向上と持続可
能な成長を目指す「サステナビリティ方針」を
制定しています。
サステナビリティ委員会において、気候変動
を含むサステナビリティを巡る取組事項への評
価や課題解決に向けた協議を行い、重要な
事項について取締役会への定期的な報告を
実施するとともに、取締役会から監督・指示
を受ける体制を構築しています。
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区分 内容 時間軸

移行リスク

・気候変動に関する規制強化や技術革新等がお客さまの事業活動にネ
ガティブな影響を及ぼすことによる信用リスクの増加
・既存製品の低炭素技術への対応の遅れなどに伴い、お客さまの事業
環境にネガティブな影響が及ぶことによる信用リスクの増加
・消費者の製品・サービス嗜好の変化等への対応の遅れなどがお客さま
の業績にネガティブな影響を及ぼすことによる信用リスクの増加

中期～長期

中期～長期

短期～長期

物理的リスク

・大規模風水災等の発生や海面上昇等に伴う不動産担保の損壊等に
よる信用リスクの発生
・お客さまの営業拠点が自然災害で被災し、事業が停滞することによる
信用リスクの発生
・大規模風水災等の発生による当社拠点の損壊等に伴い店舗運営が
中断・不能となるリスクの発生

中期～長期

中期～長期

短期～長期

機会

・気候変動に対する社会的関心の高まりにより、低炭素化・脱炭素化に
向けた設備投資等、企業への投融資等の増加
・お客さまの脱炭素社会への移行を支援する金融サービスやコンサルティ
ング提供等によるビジネス機会の増加
・省資源・省エネルギー化による事業コストの低下

中期～長期

中期～長期

短期～長期

当社グループは持続的な社会の実現に向け、気候変動などへの対応を重要な経営課題と位置づけ、機
会およびリスクの両面から取り組みを進めています。
短期（5年程度）、中期（10年程度）、長期（30年程度）の時間軸で、以下の通りリスク（移行リ
スク、物理的リスク）と機会を認識しています。
当社グループの経営におけるリスクと機会の影響および様々な気候関連シナリオに基づく分析の実施
について検討しています。

戦略



リスク管理

指標及び目標

気候変動リスクが、当社の事業・財務内容等に影響を与える重要なリスクと認識しており、今後リスク管理
態勢の構築を進めてまいります。
＜特定事業等にかかる投融資方針＞
当社グループは、「経営理念」に基づく企業活動を通じて、サステナビリティを巡る課題解決に取り組むこと
で、地域社会・環境の持続的な発展に貢献していくとともに、当社グループの中長期的な企業価値の向上
と持続的な成長を目指してまいります。
一方、特定事業等への投融資については、環境・社会への影響等の観点も重視し以下の方針を定め、
適切な判断を行います。

業種 投融資方針

石炭火力
発電事業

新設の石炭火力発電向けの投融資は取り組みません。ただし、日本政府のエネル
ギー政策や災害発生時の対応等を例外的に検討する場合は、環境・地域社会へ
の影響、発電効率性等、個別案件ごとの背景や特性等に十分注意のうえ、慎重
に対応します。

人権侵害・
強制労働等

国際的な人権基準の趣旨に反する児童労働や強制労働など、人権侵害が行わ
れている事業への投融資は取り組みません。

兵器製造事業
核兵器、化学兵器および生物兵器等の大量破壊兵器、対人地雷、クラスター弾
等の非人道的な兵器の開発、製造に関与している事業への投融資は取り組みま
せん。

＜サステナブルファイナンスの実行目標＞
2030年度までに500億円の実行を目標としています。
（2022年度～2023年度実績 310億円）
なお、当社のサステナブルファイナンスは、「環境・社会
課題の解決に向け、お客さまのサステナビリティへの取り
組みの支援を通じ、持続可能な地域社会の実現に貢
献するファイナンス」と定義しています。

＜CO2排出量の削減目標＞
2030年度のCO2排出量を、2013年度比

46％削減することを目標としています。
2023年度のCO2排出量は2013年度比

44.6％削減しています。

2013年度 2022年度 2023年度 2030年度目標

CO2排出量 (Scope1,2合算) 3,933 tCO2 2,265tCO2 2,179tCO2 2,133 tCO2

削減実績 (2013年度比) ―
△1,668 tCO2
（△42.4％）

△1,754tCO2
（△44.6％）

△1,800 tCO2
(△46%)

※Scope1：事業者自らによる直接排出 ※Scope2：他社から供給された電気等の使用に伴う間接排出

（tCO2）
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